
【目的】
近年父親の産後うつなどの健康リスクが明らかになり、成
育基本法でも父親が支援の対象と位置付けられた。一方、
周産期の父親の健康状態や生活実態、それらが母子関係
に与える影響といった研究は緒についたところである。今
回、発表者らが行った周産期の援助要請の縦断調査のう
ち、父親の変化が母親と赤ちゃんの関係性に与える影響
について報告する。
【方法】
マクロミル社リサーチモニターで妊娠中（2023年3月）およ
び産後（9月）ともに調査に回答した母親616名である。年
齢、就労・婚姻状況等のほか、父親の心理面の変化に関
する自由記述を求めた。母親が捉えた父親の身体面、心
理面、社会・経済面での心配な変化の有無、父親の両親
学級への参加、産休、育休の有無とその満足度を尋ねた。
母親と赤ちゃんとの関係性については赤ちゃんへの気持ち
質問票（以下MIBS-J）を実施した。大阪公立大学生活科
学研究科倫理委員会（22-70）の承認を受け実施した。
【結果】
有効回答者616名、平均年齢31.6歳（SD4.1）、初産婦161
名、既婚580名であった。自由記述では4割が父親の心理
面での変化を記載していた。MIBS -Jは平均3 . 38点　
（SD4.45）、３点以上は253名（41.1％）であった。父親の
心配な変化についての内訳は、身体面の変化：妊娠中34
名、産後38名、心理面での変化：妊娠中44名、産後42名、
社会・経済面での変化：妊娠中63名、産後79名であった。
父親の両親学級等への参加、産休、育休については10～
20％が満足していないと回答した。MIBS-J得点では、父
親の両親学級への参加の有無を除く他の要因全てで差が
みられた。特に、婚姻状況、父親の身体面の変化（妊娠
中・産後）、心理面の変化（産後）、産休の満足度は効果
量が大きかった。
【考察】
母親が捉える父親の心配な変化や父親の支援に対する満
足度が、母親の赤ちゃんへのボンディング得点に関連して
いることが分かった。母子の良好な関係性構築のために
は、父親のメンタルヘルスの介入・改善に加え、それらの変
化を母親がどのように捉えているのかといった主観的・質
的側面からの介入も重要であると考えられた。
　本研究はJSPS科研費JP22K03153の助成を受けたもの
である。
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【目的】
電話相談の現状から他の難病相談センター等（以下、他機
関専門職とする）との連携を明らかにすることで相談室の
役割を考察、情報収集を行うための具体的なアプローチ
方法を考案する
【方法】
１．過去3年間（但し2023年度は2024年1月31日まで）の電
話相談件数、相談内容を分類し比較検討
２．過去3年間（但し2023年度は2024年1月31日まで）の他
機関専門職からの電話相談内容を分類し比較検討
３．相談してきた他機関専門職の背景等の分類
【結果】
相談内容の分類を行った結果、相談全体と他機関専門職
からの相談共に同病者・親の会の紹介を要望する内容が
多かった。しかし相談全体としては精神的ケアが占める割
合が同病者紹介の割合を上回る年がある一方、他機関専
門職からの相談は同病者紹介が毎年群を抜いて多かった。
また、他機関専門職の分類では、病院、難病相談支援セン
ターからの相談が多いが、遺伝カウンセラーや自立支援専
門員からの相談も毎年数件見られた。
【考察】
他機関専門職からの相談内容の多くが患者会や同病者の
紹介に関してである事から、患者会情報の集約が必要で
ある。当相談室と他機関専門職との連携の方法を考案し、
相談者の「同病者と繋がりたい」という要望に応えること
が重要である。具体的な方法として、すでにある資源の利
用と新たな試みを考案した。他機関専門職との連携を具
現化するために、当会が行っている事業を利用する。利用
できる事業として、小児慢性特定疾病児童等支援者養成
事業である「自立支援員研修会」と「親の会連絡会」があ
る。「自立支援員研修会」は国立研究開発法人「国立成育
医療研究センター」主催で当会は協力団体としての役割を
担っている。これまでも他地域から参加する自立支援員と
の交流を行ってきたが、今後は電話相談室との連携を視野
に入れ、他地域の自立支援員と積極的な情報交換を行う。
「親の会連絡会」は、病気や障害のある子を持つ親たち
を主な構成員として組織された団体が相互交流や情報交
換を目的として定期的に会議を開いており、その会議の名
称を呼称したものである。原則として一疾患一団体である
が、地域ごとに作られている疾患団体もあるため、各団体
から他地域団体の情報を収集する。その上で、新たに相談
室として患者会情報のデータ共有等に関する調査を他機
関専門職に依頼し、情報を収集し相互連携を図っていく。
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【背景と目的】
乳幼児期の睡眠習慣は発達上非常に重要である。日本の
子どもは世界有数の短睡眠時間で知られ、子どもの眠りに
悩む家庭は多いが、小児睡眠の専門家が少なく支援が行
き届かないことも大きな課題と言える。我々は、養育者と
小児睡眠の専門家間に双方向性を有する睡眠啓発アプリ
「ねんねナビ」を開発し、高い使用継続性や睡眠改善効
果・養育者支援効果等を確認した後（Yoshizaki et al. , 
2023）、指導システムにAI技術を導入し自治体等での運
用を開始した。本発表ではアプリの支援内容を紹介し、
AI指導の有用性を予備的に報告する。
【方法】
アプリでは睡眠と育児リテラシーの教材を備え、機械学習
とルールベースを併用しAI技術を導入した支援システムで
以下①～④を半年間繰り返す。①養育者が毎月８日間分
の生活習慣を入力する、②現状の生活の課題と先月から
の改善点を自動で解析する、③スモールステップの目標に
なるよう個別に調節した助言を複数抽出し、養育者への
労いや褒めのメッセージとともに返信する、④養育者は助
言のうち１件を「今月トライする項目」に選び翌月まで実行
する。2022年9月より弘前市でねんねナビのAI指導による
社会実装を行い、睡眠習慣の指導を要する（就寝22時以
降、夜間睡眠９時間未満、頻繁な中途覚醒、不整な睡眠リ
ズム）1歳半～2歳代の児とその養育者を弘前大学にて募
集し、半年後の継続率と事後調査での有用性を確認する。
本研究は大阪大学医学部附属病院倫理審査委員会の承
認を得て実施した。
【結果】
2023年12月迄に25名が脱落なく参加を完了した。有用性
に関するアンケート調査から、約80％が「子どもの睡眠に
改善があった」、約60％が「寝かしつけしやすくなった」、
約50％が「子育てしやすくなった」と回答した。インタビュ
ーより、AIの支援の個別性や自然さ・人間らしさが継続使
用や行動変容を促したことや、子どもに苛立つことが減り
養育者自身の眠りも改善した等の回答を得た。
【考察】
予備評価では十分な継続性が確認され、幼児の睡眠改善
に双方向性AIの支援が有用な可能性が示唆された。家庭
ごとに調節した助言や継続的メッセージ等子育て伴走型
の支援システムが奏効したと考えられる。今後症例数を増
やし有効性を検証し、眠りの支援を通して健やかな子育て
を支えていく。
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【序論】
本研究では、不登校傾向にあるこどもの親に対して精研
式ペアレントトレーニングを実施し、養育行動の変化に焦
点を当て、その有効性について検討を行った。
方法：対象者は不登校傾向にある学童期から思春期のこ
どもをもつ親11名（母親10名、父親1名）である。対象者に
は精研式ペアレントトレーニング実施前後に日本版
GHQ12、肯定的・否定的養育行動尺度（PNPS）、NIMH
原版準拠/CES-D Scale【うつ病（抑うつ状態）/自己評
価尺度】への回答を依頼した。統計分析はIBM SPSS 
Statistics Ver.29を用いて、ウィルコクソンのT検定を行っ
た（有意水準0.05）。
【結果】
GHQ12、CES-D Scaleにおいて改善が認められ、特にペ
アレントトレーニング前に臨床域を示していた対象者ほど
改善の幅が大きかった。養育行動に関しては、ペアレントト
レーニング前後で否定的養育行動が有意に低下し、下位
項目のうちこどもへの対応の非一貫性が有意に低下した。
【考察】
本研究では不登校傾向にある子どもの親へペアレントトレ
ーニングを実施し、養育行動の変化に焦点を当てて、その
有効性について検討を行った。対象者はペアレントトレー
ニングに参加することで、精神的健康及び抑うつ状態が改
善された。その結果、親自身の気持ちが安定することで、
こどもへの対応に一貫性が保たれるようになり、否定的養
育行動の変化につながったと推察された。親の精神的安
定が図られることで、親はこどもの不登校傾向という問題
に前向きに対応しようという思いが生じ、養育行動の変化
につながったと考える。今後は、今回変化が認められなか
った肯定的養育行動の変化を促すために必要なプログラ
ムの内容について検討を行う必要があると考える。
【結論】
本研究の結果、不登校傾向にあるこどもの親がペアレント
トレーニングに参加することで、親のこどもへの対応に一
貫性が保たれるようになり、否定的養育行動の変化に関し
ては有効性が認められた。
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